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その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

17年度 平成18年度

.

平成19年度 平成20

事

年度 平成21年度 平成

業

22年度 平成23年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成17年度 平成18

付

年度 平成19年度 平成

け

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成17年度 平成

名

18年度 平成19年度

事

平成20年度 平成21

業

年度 平成22年度 平成

担

23年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成19年

科

度の主な取組と成果

平

目

成19年度
の検証結果

事

平成20年度  実施

業

計画事業評価シート 頁

種

家族介護支援事業

福祉

類

部　高齢福祉課

13－ ハ030301－010 ー000 ○ ●

02 基本目

ド

標２　　子育て、長寿

ソ

を楽しみ、安心してい

フ

きいきと暮らせるまち

ト

総合計画の
03 ③〈健

根

康・安心・福祉力〉そ

拠

の人らしく安心できる

法

生活を支援する
位置付

令

け
02 2 多様な地域

等

課題に的確かつ総合的

対

に対応する地域密着の

象

サービスを充実する

介・ 護している家族

□ □ □

受

□

在宅で介護している

益

家族の身体的、精神的

者

、経済的負担が軽減 在

事

宅で介護している家族

業

の身体的、精神的、経

期

済的負担を軽減
されて

間

います。 するため、介

委

護用品の支給や介護教

託

室の開催などを実施し

、

ます
。

家族介護交流事

協

業開催回数 回

－

3 3 3

働

3

家族介護交流事業参

【

加者数 人

延べ人数

11

委

0 130 130

124

託

①：予定どおり

在宅で

：

介護している家族に対

3

して、介護用品の支給

セ

や介護教室、家族介護

ク

交流事業の開催などを

・

行い、身体的、精神的

財

、経済的
負担を軽減す

団

ることができた。

Ａ：

企

成果があがった

業 ＮＰＯ
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位

0.40 0.00 0.

施

00

0.00 0.00

策

0.00 0.00 0.

へ

00 0.00 0.00

の

0 0 3,357 3,3

貢

57 3,357 0 0

0

献

0 6,906 8,23

高

2 8,549 0 0

● ○

市

○ ○ ○ ○ ○

在宅で介護

民

している家族の身体的

満

、精神的、経済的負担

足

を軽減するため事業を

度

継続していく。

限られ

を

た予算の中で、在宅で

高

介護している家族の身

め

体的、精神的、経済的

る

負担を軽減するため事

方

業を実施する。

介護者

策

が参加しやすい事業の

業

工夫が必要である。

有効性
継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平

項

成20年度 平成21年

目

度 平成22年度 平成2

分

3年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 計画額 計画

の

額 計画額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展

す

開（担当課としての提

る

案）
平成21年度の事

分

業の方向性

現状の規模

析

で継続 拡大して継続 縮

・

小して継続 廃止 休止 終

課

了 他事業と統合

＜判断

題

理由＞

平成21年度の

の

取組方針

課長コメント

抽

■ 身体的、精神的、経

出

済的負担を軽減する各

総

事業は市民ニ
●□ ーズ

合

がある。

□ ○
□
□ 家族

評

の負担軽減や高齢者の

価

自立支援の一助となっ

市

ている
●■ 。

□ ○
□
■

民

家族介護教室の実施回

ニ

数を増やす、介護者同

ー

士の交流の
○

□ 機会を

ズ

増やすことにより、精

高

神的負担の軽減に努め

事

る。
●

□
○

□
□ 事業内

業

容により市直営又は委

目

託を決め、効果的に事

的

業を
●

□ 実施している

の

。
○

■
○

□

高齢者が増

達

加する中、限られた予

成

算の中で事業展開の充

状

実を図ることが課題で

況

ある。

家族介護教室、

必

家家族介護教室、家家

要

族介護教室、家

族交流

性

事業、介護族交流事業

市

、介護族交流事業、介

の

護

用品支給 用品支給 用

関

品支給

0 0 1,437

与

1,974 2,103

の

0 0

0 0 718 987

必

1,051 0 0

0 0 0

要

0 0 0 0

0 0 676 9

性

27 987 0 0

0 0 7

低

18 987 1,051

事

0 0

0 0 3,549 4

そ

,875 5,192 0

の

0

0.00 0.00 6

他

8.36

0.00 0.

上

00 0.40 0.40




